
妊娠を理由に技能実習を一方的に終了することはできません 

○妊娠、出産等を理由とした解雇や不利益取扱いは法律で禁止されています。 

○送出機関が技能実習生との間で、妊娠等を理由として帰国する事を約束する事は許されません。 

○技能実習生から妊娠を伝えられた場合には、監理団体・実習実施者は技能実習生とよく話し合い

技能実習生の希望も踏まえて必要な対応をしてください。 

 

 

 

 

 

 

 組合員の皆様へ 

立春とは名ばかりの厳しい寒さが続いておりますが、いかがお過ごしでしょうか。 

強い寒気の影響で朝晩の気温が大変低くなっています。コロナウイルス感染者は全国的に減少傾向に

ありますが、インフルエンザの増加が見込まれていますので、同時流行に注意し手洗いうがい等の、

感染対策を徹底し体調管理に十分留意するようお願いします。 

   

▼出入国在留管理庁・厚生労働省・外国人技能実習機構からのお知らせ▼ 

  

技能実習生の妊娠・出産に関する制度の更なる周知と 

不適切な取り扱いの確認について 

妊娠・出産等を理由とした技能実習生に対する不適切な取り扱いについては、労働関係法令により禁止

されており、このことはこれまでも注意喚起等を通じて皆様に周知するなどの取組を行ってきました。 

しかしなら、こうした周知が必ずしも行き渡っていない状況にある為、今般、技能実習生の妊娠・出産に

係る不適切な取り扱いについて、実態調査を行った結果、送出機関から不適切な扱いを受けている者や、

我が国の法制度を理解しないまま入国する技能実習生が一定数存在することが明らかになりました。 

妊娠出産を理由として離職や帰国を強いる等の不適切な取り扱いは決して許されるものではありません。 

つきましては、今一度制度についての確認をお願いします。 

また、監理団体におかれては、次回監査時に、各技能実習生に対し、技能実習生の妊娠・出産に係る、 

各種制度の説明を行った上で、更にその際の本人との対話の中で、送出機関との間に不適正な事案を把握

された場合は、その内容を監査報告書に記載し報告するようお願いします。 

 

 

 

 

 

・更に詳しい詳細は出入国在留管理庁ホームページからご確認下さい。 
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 技能実習生の妊娠が分かったら 

○技能実習生は妊娠に戸惑い、技能実習を続けられるかなど大きな不安を抱えています。監理団体・実習

実施者は、技能実習生向けリーフレットを渡し、技能実習をやめる必要はないことや、妊娠・出産につ

いての支援制度を説明するとともに、妊娠中の実習生に対して行うべき必要な配慮を行ってください。 

○監理団体・実習実施者は、技能実習生の定期的な病院受診や市町村での手続(母子健康手帳の交付等)を

支援し、安心して妊娠に向き合える環境の整備に努めてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 技能実習生と話し合っていただきたいこと 

○監理団体・実習実施者は、技能実習を最後まで行えることを説明したうえで、技能実習の継続意思や、

日本での出産を希望するかを確認してください。 

○技能実習生が帰国して母国で出産することを希望する場合は、実習の再開の時期や手続等について、技

能実習生に説明し、技能実習を終期まで円滑に行えるよう努めてください。            

(一時帰国する場合は、外国人技能実習機構に技能実習実施困難時届出書を提出してください。) 

○技能実習生が実習終了を希望する場合は、円滑な帰国のために必要な措置 を講じる必要があり、技能

実習生に負担させることは禁じられています。                          

(外国人技能実習機構に技能実習実施困難時届出書を提出してください。) 

緊急連絡先（24時間） 

【事務局】TEL ：048-755-9591   FAX：048-755-9827 

【組合職員携帯】070-3667-8667（杉戸） 080-4477-6005(廣畑) 090-2323-7188（王） 

 

【妊娠中の技能実習生に配慮が必要なこと】 

⃞実習実施者は、妊娠中の実習生を坑内業務、重量を取り扱う業務、有毒ガスを発散する場所等に

就かせることはできません。また、技能実習生から請求があれば、時間外労働や休日労働深夜労

働をさせることはできません。 

⃞実習実施者は、技能実習生が妊産婦のための保健指導や健康診査を受けるために必要な時間を、

確保しなければなりません。 

⃞実習実施者は、技能実習生が医師等からの通勤緩和、休憩の取得、作業制限、勤務時間の短縮、

休業等の指導があった場合には、これらの措置を講じる必要があります。 

⃞監理団体・実習実施者は、上記対応によって、技能実習計画で定めた作業内容等の変更が必要と

なる場合は、外国人技能実習機構へ相談してください。 

 

てください。 

 


